
総合計画政策評価帳票
（様式２－１）施策評価シート

【施策概要】

施策名

総合計画の位置づけ

施策目標（定性目標）

社会目標（定量目標）

【目標の進捗状況】

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

77.2% 81.0% 11市町村 20市町村80.0% 全54市町村

※太枠で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値。　※評価年度の進捗率＝（評価年度の実績値－目標設定時の現状値）÷（評価年度の目安値－目標設定時の現状値）　※グラフ上の数値は端数処理により表記。

社会目標
（最終outcome）

子育て世代包括支援センターを設置した市町村数 81.8%

施策内の主な取組

４　男女が協力して子育てできる環境づくり

45,138,835 43,276,413

３　働きながら生み育てやすい環境づくり 28,569 28,138

31,874

714,428856,303１　結婚や妊娠・出産の希望をかなえるための支援

２　健康で安心な子育て環境づくりと経済的負担の軽減

目標

２９年度決算額（千円）２９年度予算額（千円）取組名

30,109

施策計 46,055,581 44,049,088

指標名  評価年度の進捗率※ 指標名

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合 100.0%

３２年度

45,732,836予算額と決算額

年度 ２９年度

予算額（千円） 46,055,581

決算額（千円） 44,049,088

目標

 評価年度の進捗率※

Ⅱ－１－①

Ⅱ　千葉の未来を担う子どもの育成 １　子どもと子育て世代への協力サポート体制づくり

親の妊娠・出産・子育てに対する不安や負担を解消するとともに、仕事と生活のバランスのとれた働き方の実現を目指し、子育て家庭を応援します。

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合 子育て世代包括支援センターを設置した市町村数

安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくり 施策主務課 健康福祉部児童家庭課 施策コード
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【主な実施事項と成果】

主な実施事項と成果

【要因分析】

【課題】

要因分析を
踏まえた

目標達成等に
必要な課題

【取組方針】

課題を踏まえた
具体的な取組

・子ども医療費の助成継続に加え、現物給付方式による統一的な子ども医療費助成制度を創設するよう、国に対して強く要望していきます。
・不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、引き続き、特定不妊治療に要する費用の一部を助成するとともに、不妊に関する正しい知識を普及啓発するためのリーフ
レットの作成を行います。
・市町村による子育て世代包括支援センターの設置を促進するため、設置のためのセミナー開催やアドバイザーの派遣を行うとともに、職員（保健師等の専門職）を対象
としたスキルアップ研修を行います。

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合

平成29年度の数値は81.0%であり、目安値を大幅に上回る結果となりました。少子高齢化が進展する中、子ども
を生み育てやすい環境の整備は大きな課題であり、子育て世代包括支援センターの設置促進や子ども医療費
の助成、ワーク・ライフ・バランスの促進等により、妊娠・出産・子育て環境の充実に努めており、引き続き取り組み
を推進していく必要があります。

・子育て世代包括支援センターの設置を促進するために、設置主体である市町村の進捗状況及び課題の把握に努めるとともに、情報交換会や専門職への研修会を実
施しました。
・子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減を図るため、子ども医療費の助成を実施しました。
・県内全市町村の婚活、妊活、プレママ・パパ、育児の4つのライフステージにある県民に対し、県や市町村からの支援情報の提供や、健康・育児に関する相談受付など
を行うスマートフォン用アプリ「ちば My Style Diary」を配信し、ダウンロード者数は、平成30年3月31日時点で13,325件となっています。
・医療保険が適用されず、高額な医療費のかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授精）に要する費用の一部について、延べ3,940件の費用助成を行い、経済的負担の
軽減に努めました。また、不妊相談センターを松戸・印旛・長生・君津健康福祉センターに設置し、電話・面接による相談を実施しました。

・子ども医療費については、自治体間で支払方法や対象年齢、自己負担額等が異なるため、保護者の不公平感等が生じており、全国どこでも同じ制度の下に、安心し
て医療を受けられる制度を創設することが必要です。
・若い世代など、今後子どもを持つ可能性がある方に対し、加齢が不妊に影響することや、不妊は男性・女性双方の問題で夫婦そろって早期に取り組むものであること
等の正しい知識の普及啓発を図る必要があります。
・子育て世代包括支援センターについて、国は平成32年度末までの設置を努力義務としていますが、センターを設置していない市町村からは、具体的な準備の進め方
や、検討時間不足等の課題があがっており、県の支援が必要です。

進展度

（達成数/設定数）＝ 50.0%

社会目標の
要因分析

子育て世代包括支援センターを設置した市町村数

29年度の子育て世代包括支援センターを設置した市町村数は20市町村で、前年度より増加しましたが、設置割
合は37.0％（進捗率：81.8％）であり、隣接県と比べ低い状況にあります。設置が進まない理由を調査したところ、
市町村での人員・予算の問題に加えて、支援プランの策定や関係機関との連絡調整等、必須事業の実施が難
しいとの意見があがっています。

行政活動目標
及び

補助指標



総合計画政策評価帳票
（様式２－１）施策評価シート

【施策概要】

施策名

総合計画の位置づけ

施策目標（定性目標）

社会目標（定量目標）

【目標の進捗状況】

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 28年度
(H29.4.1)

29年度
(H30.4.1)

30年度 31年度 32年度

77.2% 81.0% 1,787人 1,392人

9,598,024

社会目標
（最終outcome）

指標名  評価年度の進捗率※ 指標名

※目標値は、千葉県子ども・子育て支援事業支援計画を基に算出（H32年度までの待機児童の解消を目指します。）

目標

 評価年度の進捗率※

Ⅱ－１－②

Ⅱ　千葉の未来を担う子どもの育成 １　子どもと子育て世代への強力サポート体制づくり

保育サービス等の充実を図るとともに、子育てを地域社会全体で支える環境づくりを推進します。

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合 保育所等の待機児童数

地域による子育て支援の充実 施策主務課 健康福祉部子育て支援課 施策コード

予算額と決算額

年度 ２９年度

予算額（千円） 10,872,997

決算額（千円） 9,598,024

３０年度 ３１年度 ３２年度

14,694,548

２９年度決算額（千円）２９年度予算額（千円）取組名

3,781,7025,122,000１　待機児童の解消に向けた保育所整備等の促進

２　保育人材の確保と資質の向上
施策内の主な取組

４　企業参画による子育て支援

1,199,812 1,236,831

３　多様な子育て支援サービスの充実 4,506,185 4,543,167

目標

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合 100.0% 保育所等の待機児童数 63.4%

※太枠で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値。　※評価年度の進捗率＝（評価年度の実績値－目標設定時の現状値）÷（評価年度の目安値－目標設定時の現状値）　※グラフ上の数値は端数処理により表記。
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【主な実施事項と成果】

主な実施事項と成果

【要因分析】

【課題】

要因分析を
踏まえた

目標達成等に
必要な課題

【取組方針】

課題を踏まえた
具体的な取組

行政活動目標
及び

補助指標

進展度

（達成数/設定数）＝ 80.0%

・今後も保育ニーズの増加が見込まれており、民間保育所や認定こども園などの整備促進に加え、立地場所が少ない都市部での待機児童解消に向けて、賃貸物件によ
る保育所・小規模保育事業所の整備等を促進し、定員の増加を図る必要があります。
・保育士の処遇改善に引き続き取り組むとともに、潜在保育士の再就職等を促進するため、｢ちば保育士・保育所支援センター｣における保育所等の事業者とのマッチン
グや、復職に向けた研修などを充実させ、保育士の質・量を確保する必要があります。
・認可外保育施設の保育の安全性と質の向上に向け、職員を対象とした保育事故防止に関する研修や施設への指導を、更に進めていく必要があります。
・チーパスの認知度向上や、平成29年度末で有効期限を迎えたチーパスの更新等の情報について、子育て世帯や協賛店に対して広報啓発を行う必要があります。

社会目標の
要因分析

保育所等の待機児童数

平成29年度は、引き続き保育所や認定こども園等の施設整備を実施し、施設数や定員数は大幅に増加しまし
た。一方で、子育て世代の人口流入や共働き世帯の増加などを背景として保育需要は依然として高く、特に都
市部において多くの待機児童が発生していることから、状況に応じたきめ細かな取り組みを行っていく必要があり
ます。

・引き続き保育所整備を着実に推進するとともに、賃貸物件を活用した民間保育所等に対し、新たに整備に係る費用の一部を助成する制度を創設するなど、待機児童
の早期解消に向けた取組を強化します。
・引き続き、民間保育所を設置する全ての市町村において、保育士の処遇改善事業を実施するとともに、資質向上のための研修について規模を拡大して実施します。ま
た、「ちば保育士・保育所支援センター」が主催する就職相談会を待機児童が多い東葛地域で開催するなど、潜在保育士等の活用に向けた取組を強化します。
・認可外保育施設の職員を対象とした研修に加え、施設に対して専門人材を派遣し、安全性の向上に向けた指導を行います。
・チーパスについて、県民だより、新聞、車内広告等の各種媒体に加え、新たにテレビＣＭやインターネット（Youtube）等を活用した広報を行うことで、県全体における子
育て家庭への支援の輪をさらに広めていきます。

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合

平成29年度の数値は81.0%であり、目安値を大幅に上回る結果となりました。民間保育所等の施設整備や保育
士の確保、民間事業者等との連携による多様な子育て支援サービスの充実等の取組に一定の成果があったと
考えられますが、少子高齢化が進展する中、子どもを生み育てやすい環境づくりのニーズは年々高まっており、
引き続き、待機児童解消に向けた取組等、地域における子育て支援の充実を図っていくことが必要です。

・保育所における待機児童の早期解消に向け、国の交付金により造成した基金（安心こども基金）に加え、県が上乗せする補助金等を活用し、民間保育所等170施設の
整備に対して助成した結果、県全体で定員数が約6,300名増加しました。
・教育・保育の一体化を図るため、認定こども園の施設整備に助成した結果、施設数は４２施設増加しました。
・保育士の確保に向け、新たに県独自の補助金を創設する等、保育士の処遇改善を図ったほか、保育士資格取得や潜在保育士の再就職のための資金の貸付や養成
施設の就職促進の取組に対する助成等を行いました。
・就学児童が放課後を安全に過ごすための施設である「放課後児童クラブ」の創設や運営等に助成し、施設整備につながりました。
・企業参画による子育て支援として、チーパスの協賛店拡大に向けて広報啓発に取り組んだ結果、協賛店舗の増加数は目標値を上回りました。



総合計画政策評価帳票
（様式２－１）施策評価シート

【施策概要】

施策名

総合計画の位置づけ

施策目標（定性目標）

社会目標（定量目標）

【目標の進捗状況】

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

77.2% 81.0%

施策計 44,632,572 42,381,424

社会目標
（最終outcome）

指標名  評価年度の進捗率※

目標

Ⅱ－１－③

Ⅱ　千葉の未来を担う子どもの育成 １　子どもと子育て世代への強力サポート体制づくり

次代の担い手である子どもたちが心身共に健やかに生まれ育ち、社会的にも経済的にも自立した若者に成長できるよう支援します。

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合 １歳６か月児健康診査・３歳児健康診査の未受診児の状況把握

子どもの健やかな成長と自立 施策主務課 健康福祉部児童家庭課 施策コード

予算額と決算額

年度 ２９年度

予算額（千円） 44,632,572

決算額（千円） 42,381,424

３０年度 ３１年度 ３２年度

45,641,631

２９年度決算額（千円）２９年度予算額（千円）取組名

1,997,9372,079,771１　子どもの成長の支援と家庭教育力の向上

２　若者の経済的自立と就労支援
施策内の主な取組

４　子どもの貧困対策の推進

3,241,833 2,245,886

３　児童虐待の防止と社会的養護が必要な子どもへの支援の充実 199,003 79,928

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合 100.0%

39,111,965 38,057,673

80.0%
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27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

74.9% 70.2% 68.9% 84.5% 83.2% 80.7%
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【主な実施事項と成果】

主な実施事項と成果

社会目標
（最終outcome）

行政活動目標
及び

補助指標

進展度

（達成数/設定数）＝ 100.0%

目標

100%

・子どもの貧困対策として重要な役割を担う子ども食堂についての情報を掲載するwebページを、県ホームページ内で開設しました。
・私立学校が行う授業料減免事業及び入学金軽減事業を助成したほか、私立学校に通う児童・生徒がいる低所得世帯に給付金等を支給しました。
・産後ケアを推進するため、新たに健康福祉センター毎に「産後ケア連絡調整会議」を設置し、市町村の枠を超えた広域的な調整を行うとともに、産後ケアに係る専門職
向け研修会を開催しました。
・平成28年度の児童福祉法の改正により、市町村が整備に努めなければならないとされた市町村子ども家庭総合支援拠点について、市町村に設置を促した結果、船橋
市、松戸市、柏市、南房総市の4市において設置されました。
・家庭的養護の推進に向け、里親登録数の増加に向けた広報・イベントや研修等を実施し、里親登録数・委託数・里親委託率ともに増加しました。

指標名  評価年度の進捗率※ 指標名  評価年度の進捗率※

１歳６か月児健康診査の未受診児の状況把握 0.0% ３歳児健康診査の未受診児の状況把握 0.0%

目標

100%

※太枠で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値。　※評価年度の進捗率＝（評価年度の実績値－目標設定時の現状値）÷（評価年度の目安値－目標設定時の現状値）　※グラフ上の数値は端数処理により表記。
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【要因分析】

【課題】

要因分析を
踏まえた

目標達成等に
必要な課題

【取組方針】

課題を踏まえた
具体的な取組

社会目標の
要因分析

１歳６か月児健康診査・３歳児健康診査の
未受診児の状況把握

平成29年度の健康診査の未受診児の状況把握率については、１歳６か月児及び３歳児ともに前年度より低下し
ております。健康診査未受診児は虐待のリスク等もあるため、実態の把握が不可欠と認識し、電話連絡や家庭訪
問による状況把握に努めていますが、保育所や幼稚園等、他機関との情報共有が十分でない状況が考えられ
ます。

・子ども食堂が今後も自立的かつ継続的に運営されていくためには、行政・企業・民間団体等による幅広い支援が必要です。
・産後ケアを進めるにあたり、支援の中心となる助産師や委託可能な産科医療機関・助産院等が少ないという現状があるため、各市町村の実情にあった産後ケアの方法
を検討し、実施していくための支援が必要です。
・市町村子ども家庭総合支援拠点の設置は努力義務であるため、設置する市町村が拠点の意義を十分に理解するための環境づくりや、未設置の自治体に対する丁寧
な説明等が必要です。
・里親登録数の更なる増加に向け、里親制度のより一層の普及啓発が必要です。また、里親等委託率を向上させるためには、ファミリーホームの設置を促進するととも
に、未委託里親に対する研修などを行い、子どもの委託先を確保する必要があります。
・健診未受診児の状況把握については、他機関との十分な情報共有が必要です。

・引き続き県ＨＰにおいて子ども食堂に関する情報を発信するとともに、運営主体等を対象として、先進事例の情報交換等を行うネットワーク会議を新たに開催する等、
子ども食堂の取組を支援していきます。
・産後ケアの実施できていない市町村の要請に応じ、県に登録した産後ケアアドバイザー（助産師）の派遣を行います。
・市町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向け、市町村担当者向けの研修等を通じて、必要性・重要性に対する市町村の理解を深めるよう取り組みます。
・千葉県里親会等の関係団体と連携し、里親制度説明会や10月の里親月間を中心としたキャンペーン等により、里親制度の普及と正しい理解の向上に取り組みます。
また、里親支援機関等の関係機関と連携して、継続的に里親を支援する体制を整備するとともに、里親に対する研修を充実させ資質向上を図ります。
・母子保健担当者会議等を通じて、健診未受診児の状況及び対応について市町村等に情報提供を行います。

子どもを産み育てやすいと感じる家庭の割合

平成29年度の数値は81.0%であり、目安値を大幅に上回る結果となりました。少子高齢化が進展する中、子ども
を産み育てやすい環境の整備は大きな課題であり、母子保健体制の充実に向けた支援やキャリア教育・家庭教
育の推進、若者の就労支援、児童虐待の防止や貧困対策等に努めており、引き続き取り組みを推進していく必
要があります。



 平成２９年度千葉県総合計画政策評価帳票（主な取組）



Ⅱ－１－①安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくり
１　結婚や妊娠・出産の希望をかなえるための支援

２　健康で安心な子育て環境づくりと経済的負担の軽減

３　働きながら生み育てやすい環境づくり

４　男女が協力して子育てができる環境づくり



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

未達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・県内全市町村の婚活、妊活、プレママ・パパ、育児の4つのライフステージにある県民に対し、県や市町村からの支援情報の提供や、健康・育児に関する相談受付な
どを行うスマートフォン用アプリ「ちば My Style Diary」を配信し、ダウンロード者数は、平成30年3月31日時点で13,325件となっています。
・若い世代にライフプランを考えてもらう契機としてもらうため、県内大学生等を対象とし、「妊娠・出産・子育てに関する知識を普及するセミナー」を2回実施（181人参
加）、「人口減少等に関するセミナー」を８回実施（1,021人参加）しました。
・医療保険が適用されず、高額な医療費のかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授精）に要する費用の一部について、延べ3,940件の費用助成を行い、経済的負担の
軽減に努めました。また、不妊相談センターを松戸・印旛・長生・君津健康福祉センターに設置し、電話・面接による相談を実施しました。

・「ちば My Style Diary」については、市町村によって情報発信量に差がある状況です。また、利用の少ないコンテンツがあります。
・若い世代が自らのライフプランを十分に描けていないことや人口減少について自らに関わる問題として十分に認識していないことが考えられます。
・近年、結婚年齢や妊娠出産年齢が上昇しており、特定不妊治療を受ける方の年齢も上昇しています。高年齢の妊娠出産は様々なリスクが高まるとともに、出産に至る
確率も低くなることが医学的に明らかになっており、引き続き、若い世代への啓発が必要です。

・自治体から情報発信が容易となるシステム改修を行うとともに、各自治体の協力を得ることが必要です。また、コンテンツや広報の充実を図ることが必要です。
・大学に連携・協力を求めながら、多くの若い世代に自らのライフプランや人口減少問題を考えるきっかけとなるようなセミナーを実施していくことが必要です。
・若い世代など、今後子どもを持つ可能性がある方に対し、加齢が不妊に影響することや、不妊は男性・女性双方の問題で夫婦そろって早期に取り組むものであること
等の正しい知識の普及啓発を図る必要があります。
・予期しない妊娠・計画していない妊娠によるＳＯＳを迅速にキャッチするため、市町村や健康福祉センターでは対応できない時間帯等に対応可能な相談窓口を設置す
る必要があります。

・必要なシステムの改修を行い、自治体からの情報発信量を増やすとともに、利用者アンケートの結果を踏まえた内容の充実や効果的な広報を行っていきます。
・大学生等のアンケート結果を踏まえ、多くの若い世代が自らのライフプランや人口減少問題を考えるきっかけとなるような有意義なセミナーを開催してまいります。
・不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、引き続き、特定不妊治療に要する費用の一部を助成するとともに、不妊に関する正しい知識を普及啓発するためのリーフ
レットの作成を行います。
・妊娠ＳＯＳについて、助産師等の専門職が夜間電話やメール相談に対応するとともに、本人の状況に応じた支援が可能な関係機関へつなぐ役割を担う窓口を設置・
運営する事業を新たに実施します。

グラフ実績値目標現状値指標名

不妊に悩む方への特定不妊治療費助成件
数

4,062件
（28年度実績値）

増加を目指します
（29年度目標値）

行政活動目標
（output） 3,940件

（29年度実績値）

決算額（千円） 714,428

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 856,303

１　結婚や妊娠・出産の希望をかなえるための支援 取りまとめ担当課 健康福祉部子育て支援課 取組コード Ⅱ－１－①－１
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総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

予算額と決算額
年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 45,138,835 44,802,037
決算額（千円） 43,276,413

２　健康で安心な子育て環境づくりと経済的負担の軽減 取りまとめ担当課 健康福祉部児童家庭課 取組コード Ⅱ－１－①－２

自立支援教育訓練給付金事業を実施して
いる市数

30市
（２８年実績値）

31市
（２９年度目標値）

34市
（29年度実績値）

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

高等職業訓練促進給付金等事業を実施し
ている市数

32市
（２８年実績値）

32市
（２９年度目標値）

36市
（29年度実績値）

・子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減を図るため、子ども医療費の助成を実施しました。
・子育て世代包括支援センターの設置を促進するために、設置主体である市町村の進捗状況及び課題の把握に努めるとともに、情報交換会（1回）や専門職への研修
会（2回）を実施しました。
・ひとり親世帯への経済的支援として、ひとり親の安定的な雇用を促進するための教育訓練給付金事業を実施し、「パソコン講座」を２講座、「介護職員初任者研修」を１
講座において45名が受講しました。
・経済的理由で修学が困難な生徒を支援するため、保護者が県内に在住する高校生等1,576人に「千葉県奨学資金」の貸付けを行いました。また、私立学校に通う児
童・生徒がいる低所得世帯に給付金等を支給しました。
・低所得世帯に属する者に対して、修学に必要な経費の貸付けを行う生活福祉資金（教育支援資金）貸付事業に要する経費を補助しました。

・子ども医療費については、自治体間で支払方法や対象年齢、自己負担額等が異なるため、保護者の不公平感等が生じています。
・子育て世代包括支援センターについて、国は平成32年度末までの設置を努力義務としていますが、センターを設置していない市町村からは、具体的な準備の進め方
や、検討時間不足等の課題があがっています。
・学校からの案内や県民だよりへの掲載等で周知に努めていますが、「千葉県奨学資金」の制度を知らず、活用できていない方もいると思われます。
・ひとり親家庭の就業割合は低くないものの、非正規雇用者が多い状況がみられ、ひとり親家庭の経済的な自立への課題となっています。
・生活福祉資金（教育支援資金）貸付事業の制度を知らず、活用できない方もいると思われます。

・子ども医療費については、全国どこでも同じ制度の下に、安心して医療を受けられる制度を創設することが必要です。
・全市町村における子育て世代包括支援センターの設置に向け、市町村における課題解決への支援が必要です。
・「千葉県奨学資金」の貸付けを必要とする全ての世帯が制度を知ることができるよう努めることが必要です。
・ひとり親家庭の親が希望する職種に見合った職業能力を身につけ、それを生かして就業できるための支援が必要です。
・生活福祉資金（教育支援資金）の貸付を必要とする全ての世帯が、制度を知るよう努めることが必要です。

・子ども医療費の助成継続に加え、現物給付方式による統一的な子ども医療費助成制度を創設するよう、国に対して強く要望していきます。
・市町村による子育て世代包括支援センターの設置を促進するため、設置のためのセミナー開催やアドバイザーの派遣を行うとともに、職員（保健師等の専門職）を対
象としたスキルアップ研修を行います。
・従来の学校からの案内や県民だよりへの掲載に加え、様々な機会を捉え、制度を必要とする世帯へのさらなる周知に努めます。
・リーフレットや県ホームページ等を通じて講座の周知を拡充するとともに、就業に結びつくためのより効果的な講座内容を検討します。
・生活困窮者自立相談支援事業を実施する機関等との連携を図り、貸付を必要とする世帯に対して制度の紹介を行います。
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総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

３　働きながら生み育てやすい環境づくり 取りまとめ担当課 商工労働部雇用労働課 取組コード Ⅱ－１－①－３

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 28,569 27,879

決算額（千円） 28,138

「”社員いきいき！元気な会社”宣言企業」
登録事業所数

652社
（28年度実績値）

700社
（29年度目標値）

760社
（29年度実績値）

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

・多様で柔軟な働き方の推進や長時間労働の是正等のため、働き方改革に取り組む県内企業25社にアドバイザーを派遣し、その取組を支援するとともに、企業や県民
向けのセミナーやシンポジウムを開催し、約300名の参加がありました。
・ワーク・ライフ・バランスの普及促進のため、多様な人材活用や働きやすい職場づくりに取り組む県内企業等を「”社員いきいき！元気な会社”宣言企業」として登録し、
その取組を県ホームページで公表しました。宣言企業は、平成30年3月末で、累計760社となりました。

・「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の認知度が5割台半ばであるほか、規模の小さな企業ほど短時間勤務や家族の看護休暇などの両立支援制度が整備されておら
ず、ワーク・ライフ・バランスについての考え方についても、消極的な傾向が現れていることから、ワーク・ライフ・バランスの更なる理解促進を図るとともに、誰もが働きや
すい職場環境の整備について、引き続き支援を行う必要があります。

・働き方改革の推進やワーク・ライフ・バランスの更なる理解促進のため、国や関係団体と連携し、情報発信していくとともに、意識啓発や誰もが働きやすい職場環境の
整備への支援等を引き続き実施し、より多くの県民や企業に取組を広げていく必要があります。

・国や商工会議所・商工会、金融機関等関係団体と連携し、「ちばの魅力ある職場づくり公労使会議」を通じて働き方改革を推進します。また、多様で柔軟な働き方の推
進や長時間労働の是正等のため、働き方改革に取り組む県内企業にアドバイザーを派遣するとともに、企業や県民向けのセミナー、シンポジウムを開催します。さらに、
新たに「地域相談会」の開催や好事例集の作成・配布を行うことにより、働き方改革の更なる普及啓発を図ります。
・ワーク・ライフ・バランスの普及促進のため、多様な人材活用や働きやすい職場づくりに取り組む県内企業等を「”社員いきいき！元気な会社”宣言企業」として登録し、
その取組を県ホームページで公表します。
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総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

未達成

未達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

４　男女が協力して子育てできる環境づくり 取りまとめ担当課 総合企画部男女共同参画課 取組コード Ⅱ－１－①－４

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 31,874 59,388

決算額（千円） 30,109

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

千葉県男女共同参画センターの研修等参
加者数

863人
（28年度実績値）

増加を目指します
（29年度目標値）

656人
（29年度実績値）

・市町村と連携し、地域特性を踏まえた男女共同参画を効果的に促進するため、県内43市町村に男女共同参画地域推進員を配置し、地域に根差した広報・啓発活動
を行いました。
・千葉県男女共同参画センター等において、男女共同参画シンポジウム等のイベント（2回）や女性リーダー養成講座等各種講座（6回）を通じ、延べ656人の参加者を集
め、男女共同参画の促進等に係る啓発に努めました。

・男女共同参画地域推進員については、構成員の高齢化に加え、子育て世代や男性など新たな人材発掘が進まなかったこと等により、設置市町村数の増加につな
がっていません。
・千葉県男女共同参画センターの研修等参加者数については29年度は働く女性のキャリアアップや起業等をテーマにした講座等を多く行いましたが、子育て世代等の
参加率が低いことに加え、男女共同参画シンポジウム等への参加者も大半が高齢者です。

・地域特性を踏まえた男女共同参画を効果的に促進するためにも、地域推進員をより多くの市町村に配置する必要があります。
・男女共同参画センターにおけるシンポジウム等の開催については、子育て世代が参加しやすいような会場の確保や、県民のニーズを踏まえた講座の開催などを検討
する必要があります。

・より多くの市町村に地域推進員が配置されるように、県内６地域で行われる地域推進員会議において、現在推進員が抱える問題点等を共有し、新たな人材発掘に向
けた情報交換を行うなど、未設置市町村に対して設置を促す働きかけを適宜行います。
・各種イベントや講座などの開催について、関係団体等へのチラシの配布や、県のホームページ等への掲載などにより、幅広く広報していくとともに、参加者に対するア
ンケート結果等を踏まえて、県民のニーズを踏まえた事業を検討していきます。

千葉県男女共同参画地域推進員設置市町
村数

43市町村
（28年度実績値）

増加を目指します
（29年度目標値）

43市町村
（29年度実績値）
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Ⅱ－１－②地域による子育て支援の充実
１　待機児童の解消に向けた保育所整備等の促進

２　保育人材の確保と資質の向上

３　多様な子育て支援サービスの充実

４　企業参画による子育て支援



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

未達成

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・子育て世代の人口流入や共働き世帯の数は年々増加しています。
・千葉県は全国的に見ても待機児童数が多く、特に住宅地の整備に伴い子育て世代の人口流入が多い都市部では、保育人材の不足に加え、立地場所の確保が課題
となっています。

・今後も保育ニーズの増加が見込まれており、民間保育所や認定こども園などの整備促進により定員の増加を図ることが必要です。
・都市部の定員増加に向けて、賃貸物件による保育所等の新設の助成などにより、整備を促進する必要があります。

・待機児童の早期解消に向けて、引き続き保育所整備を着実に推進していきます。
・賃貸物件を活用した民間保育所等に対し、新たに整備に係る費用の一部を助成する制度を創設します。

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 5,122,000 6,402,000

１　待機児童の解消に向けた保育所整備等の促進 取りまとめ担当課 健康福祉部子育て支援課 取組コード Ⅱ－１－②－１

決算額（千円） 3,781,702

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値

認定こども園の施設数
103箇所

(H29.4.1実績値)

増加を
目指します
(H30.4.1)

145箇所
(H30.4.1実績値)

・保育所における待機児童の早期解消に向け、国の交付金により造成した基金（安心こども基金）に加え、県が上乗せする補助金等を活用し、民間保育所等170施設の
整備に対して助成した結果、県全体で定員数が約6,300人増加しました。
・教育・保育の一体化を図るため、認定こども園の施設整備に助成した結果、施設数は４２施設増加しました。

保育所等の定員数
104,834人

(H29.4.1実績値)
112,716人
(H30.4.1)

112,584人
(H30.4.1実績値)
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総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

達成状況

達成

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 1,199,812 2,364,798

２　保育人材の確保と資質の向上 取りまとめ担当課 健康福祉部子育て支援課 取組コード Ⅱ－１－②－２

決算額（千円） 1,236,831

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値

現任保育士等を対象とした研修受講者延
べ人数

1,530人
（28年度実績値）

2,000人
（29年度目標値）

2,802人
（29年度実績値）

保育士修学資金等の貸付を受けた人数
38人

（２８年度実績値）
増加を目指します
（29年度目標値）

374人
（29年度実績値）

グラフ

補助指標
（中間outcome）

指標名 現状値 目標 実績値

・保育サービスの提供にあたり、保育士の確保が課題となっていることから、新たに県独自の補助金を創設する等、保育士の処遇改善を図ったほか、保育士資格取得
や潜在保育士の再就職のための資金の貸付や養成施設の就職促進の取組に対する助成等を行いました。修学資金等貸付については、県民だより等により周知を
図った結果、制度利用者は374人となりました。
・保育現場で働く保育士の資質向上を図るため、園長や主任保育士などの職務階層別の研修を実施するとともに、平成29年度からリーダー的役割を担う副主任保育士
等を対象とした保育士等キャリアアップ研修を開始しました。
・｢ちば保育士・保育所支援センター｣において、潜在保育士と保育所等の事業者とのマッチングや、復職に向けた研修などを実施しました。

・保育所等の運営に係る給付費について、「技能・経験に応じた処遇改善加算」が平成29年度に開始され、保育士等キャリアアップ研修の受講がその要件となることか
ら、加算の要件を満たすために対象となる保育士等の受講を進める必要があります。
・保育士の確保に向け、引き続き処遇の改善を進めるとともに、「ちば保育士・保育所支援センター」の機能を活かし、求職者ニーズを踏まえた保育士再就職コーディ
ネーターによる再就職支援や就職面談会実施など、潜在保育士等の復職等に向けた効果的な取組を進める必要があります。
・保育事故の発生を予防するため、特に認可外保育施設における保育の質を高める必要があります。

グラフ

ちば保育士・保育所支援センターにおける
マッチング数

109人
（２８年度実績値）

増加を目指します
（29年度目標値）

139人
（29年度実績値）
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問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・保育士の処遇改善に引き続き取り組む必要があります。
・保育士等キャリアアップ研修について、多くの保育士の受講が見込まれることから、受講枠を拡大する必要があります。
・都市部で待機児童が多く発生しており、保育士の確保が必要であることから、現在千葉市内においてのみ開催されているちば保育士・保育所支援センターが主催す
る就職相談会について、開催地を見直す必要があります。
・認可外保育施設を対象とした人材育成や施設指導を更に進めていく必要があります。

・引き続き、民間保育所を設置する全ての市町村において、保育士の処遇改善事業を実施します。
・保育士等キャリアアップ研修については、研修実施機関の指定等により受講枠の拡大を図ります。
・「ちば保育士・保育所支援センター」が主催する就職相談会を、待機児童が多い東葛地域においても開催します。
・保育士修学資金等貸付については、県内への就業・定着に効果的であることから、引き続き周知を図ります。
・認可外保育施設の職員を対象とした研修に加え、施設に対して専門人材を派遣し、安全性の向上に向けた指導を行います。



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

達成

未達成

達成

主な実施事項と
成果

164箇所
（29年度目標値）

169箇所
（29年度実績値）

地域子育て支援拠点の箇所数
309箇所

（２８年度実績値）
319箇所

（29年度目標値）
317箇所

（29年度実績値）

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

予算額（千円） 4,506,185 5,894,750

３２年度

放課後児童健全育成事業の補助対象クラ
ブ数（箇所）

1,229箇所
（２８年度実績値）

目標現状値

３　多様な子育てサービスの充実 取りまとめ担当課 健康福祉部子育て支援課 取組コード Ⅱ－１－②－３

病児保育事業の実施箇所数
108箇所

（２８年度実績値）

行政活動目標
（output）

868箇所
（29年度実績値）

1301箇所
（29年度目標値）

1,319箇所
（29年度実績値）

指標名

延長保育事業の実施箇所数
722箇所

（２８年度実績値）
773箇所

（29年度目標値）

決算額（千円） 4,543,167

グラフ実績値

・多様化する保育ニーズに対応し、安心して子育てができる環境を整備するため、市町村が実施する延長保育や病児保育等に対し助成を行い、地域のニーズに応じた
きめ細かい保育サービスの提供を促進した結果、延長保育、病児保育等の実施箇所数が増加しました。
・需要が伸びている病児保育については、平成29年度から新たに整備費の補助制度を創設し、３箇所の実績がありました。
・就学児童が放課後を安全に過ごすための施設である「放課後児童クラブ」の創設や運営などに対し助成を行った結果、２７箇所の施設整備につながりました。
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取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・就労を希望する保護者の勤務形態の多様化に伴い、今後も保育ニーズの多様化が見込まれており、地域における多様な子育て支援サービスを提供していくことが求
められています。
・特に、放課後児童クラブにおける保育需要は増加しており、運営時間の延長や障害児の受け入れ等のニーズも高まっています。

・延長保育、病児保育等、地域における子育て支援サービスについて、実施主体である市町村の積極的な取組が必要です。
・放課後児童クラブにおける保育需要に対応するため、施設整備をさらに進めていくことに加え、放課後児童支援員の確保・定着や、資質向上を図る必要があります。
また、運営時間の延長や障害児受け入れ等を実施する市町村を支援する必要があります。

・引き続き、地域の子育て支援の実施主体である市町村等に対し、助成制度の活用などを積極的に働きかけ、多様な保育サービスの提供を図ります。
・放課後児童クラブについては、市町村の要望を踏まえて予算を拡大し、施設整備をさらに進めるとともに、引き続き、放課後児童支援員への研修を行います。また、運
営時間の延長や障害児受け入れ等を実施する市町村に対し、引き続き支援をしていきます。



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

健康福祉部子育て支援課 取組コード Ⅱ－１－②－４

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

決算額（千円） 36,324

・チーパスについては、平成29年度に実施した「子育てアンケート」において、利用している人の割合が約7割となる等、多くの子育て世帯で周知が進んでいますが、平
成28年から開始した全国展開についての認知度は約3割となっています。また、旧チーパスは平成29年度末で有効期限を迎えるため、更新が必要となります。
・協賛店については着実に増加していますが、子育てアンケートにおける要望項目の中で、「利用店舗の拡大」は第1位（約35%）となっています。

・チーパスの認知度向上に加え、チーパス更新や全国展開について、子育て世帯に対する広報啓発を進めていく必要があります。
・協賛店については引き続き、店舗数の拡大等に取り組んでいく必要があります。

・県民だより、新聞、車内広告等の各種媒体に加え、新たにテレビＣＭやインターネット（Youtube）等を活用した広報を行うとともに、ショッピングモールにおいて人気キャ
ラクターとコラボしたイベントを開催します。
・協賛店拡大に向けた取組を継続して実施するほか、協賛事業者や県庁内各課と連携したPRイベントを実施するとともに、引き続き協賛店向け物資を作成・配布するな
ど、地域の子育て支援の店としてより見える形での周知を行い、一層の協賛店の獲得と制度周知に取り組みます。

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

「子育て応援！チーパス事業」協賛店舗数
6,748店

(H29.4.1実績値)
7,200店

(H30.4.1目標値)
7,318店

(H30.4.1実績値)

・県全体で子育て家庭を応援するため、県内の企業や商店等の協力を得て、子育て家庭が買物などの際、割引等のサービスを受けられる「子育て応援！チーパス事
業」に取り組んでいます。
・協賛店拡大のため、各店舗への個別周知やホームページでのPRなどに取り組んだ結果、平成30年4月1日現在の協賛店舗数は7,318店舗となりました。
・現行のチーパスが平成30年3月末で有効期限を迎えることから、4月から使える新たなカードを作成し、更新に先立ち市町村窓口や幼稚園・保育所、学校等を通じて
対象世帯へ配付するとともに、協賛店へは店頭掲示用ののぼりを作成し配付しました。

３２年度

予算額（千円） 45,000 33,000

４　企業参画による子育て支援 取りまとめ担当課
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Ⅱ－１－③子どもの健やかな成長と自立
１　子どもの成長の支援と家庭教育力の向上

２　若者の経済的自立と就労支援

３　児童虐待の防止と社会的養護が必要な子どもへの支援の充実

４　子どもの貧困対策の推進



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

達成

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

97.5%
（29年度実績値）

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 2,079,771

１　子どもの成長の支援と家庭教育力の向上 取りまとめ担当課 健康福祉部児童家庭課 取組コード Ⅱ－１－③－１

3,159,327

決算額（千円） 1,997,937

・産後ケアを推進するため、新たに健康福祉センター毎に「産後ケア連絡調整会議」を設置し、市町村の枠を超えた広域的な調整を行うとともに、産後ケアに係る専門
職向け研修会を開催しました。
・子育てを支える環境の充実を図るため、保護者に対する教育相談事業や幼児教育に関する各種講座の開催、地域の子どもたちを対象に遊びの場を提供するなどの
子育て支援活動を行う学校法人立幼稚園に対し助成しました。
・子どもの成長支援と家庭教育力の向上を図るため、教育ＣＳＲ（教育支援活動）に取り組む企業をホームページで紹介する「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制
度」への登録や「子ども参観日キャンペーン」への参加により、512箇所の企業等に協力をいただきました。
・「中学校キャリア教育・進路指導研究協議会」を教育教育事務所ごとに開催し、キャリア教育の重要性について共通理解を図ったり、情報交換をしたりすることで、教員
のキャリア教育に関する意識を向上させました。

・産後ケアを進めるにあたり、支援の中心となる助産師や委託可能な産科医療機関・助産院等が少ないという現状があります。
・子どもの成長支援と家庭教育力の向上を図るためには企業と連携した取り組みが重要であり、「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制度」により教育ＣＳＲに取り組
む企業を登録し、ホームページで紹介していますが、教育ＣＳＲに関心の高い企業の登録が一段落し、登録数が伸び悩む可能性があります。
・生徒数が多い中学校によっては、職場体験の受け皿となる事業所数の確保が難しい場合があります。

行政活動目標
（output）

16市町村
（29年度実績値）

グラフ実績値目標現状値指標名

産後ケア事業を実施している市町村数
８市町村

（２８年度実績値）
１５市町村

（29年度目標値）

480箇所
（29年度目標値）

512箇所
（29年度実績値）

家庭教育の推進に係る協力企業等の数
462箇所

（28年度実績値）

職場体験を通したキャリア教育の推進状況
（実施中学校の割合）

97.2%
（２８年度実績値）

増加を目指します
（29年度目標値）
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問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・各市町村の実情にあった産後ケアの方法を検討し、実施していくための支援が必要です。
・子どもの成長支援と家庭教育力の向上を図るため、「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制度」への登録企業数を継続して増加させる必要があります。
・事業所を活用した体験活動に代わる取組を検討する必要があります。

・産後ケアの実施できていない市町村の要請に応じ、県に登録した産後ケアアドバイザー（助産師）の派遣を行います。
・子どもの成長支援と家庭教育力の向上を図るため、「ちば家庭・学校・地域応援企業等登録制度」の新たな周知方法を検討するとともに、経済団体との連携を図り、過
去に「子ども参観日キャンペーン」に参加した企業に協力を依頼していきます。
・地域の人材を活用した職業に関する講話等を実施していきます。



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

未来の名工チャレンジ事業における参加者
数

268人
（28年度実績値）

増加を目指します
（29年度目標値）

336人
（２９年度実績値）

若年者の就労支援施設におけるセミナー及
び交流イベントの開催件数

139件
（28年度実績値）

139件
（29年度目標値）

300件
（２９年度実績値）

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 3,241,833 3,455,894

決算額（千円） 2,245,886

２　若者の経済的自立と就労支援 取りまとめ担当課 商工労働部雇用労働課 取組コード Ⅱ－１－③－２

・「ジョブカフェちば」では、併設のハローワークと連携して、若年求職者を対象とする個別相談や各種セミナー、企業説明会、職業紹介などを実施しました。また、ワーク
ルールの普及啓発のためのセミナーや、これから就職活動を行う子どもを持つ保護者の方向けのセミナーを併せて実施することにより、目標を達成しました。
・県立高等技術専門校６校において、前年度に引き続いて２１科の施設内職業訓練を行いました。定員に対する入校率は64.2％、就職率は91.5％となっており、就職に
向けた職業訓練に効果があったものと考えられます。
・未来の名工チャレンジ事業については、広報に注力した結果、小・中学生コースにおいては定員の2.5倍の応募がありました。
・離職者等再就職訓練事業では、職業能力の開発を必要とする求職者の再就職を支援するため、民間教育訓練機関を活用した委託訓練を２０５コース実施し、３，３２６
人の訓練生が受講し、77.9％が就職しました。

・景気回復に伴う労働需要の増を背景とした雇用情勢の改善や、インターネットをはじめとする就職活動手法の多様化に伴い、就労支援施設における支援を希望する
若年求職者が減少していることから「ジョブカフェちば」の利用者は減少傾向にあります。しかし、若年者については、全国的にも他の年代に比べて失業率や離職率が
高く、特に不本意非正規雇用の割合については22.4%と高い状況です。
・近年、若年のものづくり離れや、進学志向が強いこと、さらに雇用情勢の改善により、高校生の就職内定率が向上していることから、県立高等技術専門校への入校者
は減少傾向にあります。
・未来の名工チャレンジ事業において、１０月に実施した高校生及び一般向けのオープンキャンパスでは、定員の20％の応募でした。
・離職者、転職者、子育て女性等様々な求職者を対象に、就業に結びつく多様な訓練を実施することが求められています。

・「ジョブカフェちば」において、支援を必要とする方の利用につながるよう、一人ひとりのニーズに応える支援の提供が必要です。また、併せて教育機関と連携して、学
生などの若年者への周知を行い、利用者の掘り起こしを図る必要もあります。
・千葉県産業人材育成計画に係る基礎調査において、県立高等技術専門校に対する高校生の認知度が低いことがわかったため、広報を強化していく必要があります。
・未来の名工チャレンジ事業は、近年雇用情勢が改善しており、高校生が就職活動を優先させるため、実施時期を見直すなどの改善が必要です。
・離職者等就職訓練事業については、訓練ニーズを把握し就職に有効な訓練コースを設定することや、ハローワーク等における就職支援の強化が課題です。
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課題を踏まえた
具体的な取組

・「ジョブカフェちば」において、支援を必要とする方の利用につなげるためには、SNSの活用、大学や高等学校など教育機関と連携した合同企業説明会の開催、教育
機関へのカウンセラー派遣などのサービス提供に取り組み、利用意欲の喚起と施設の認知度向上に努めます。
・県立高等技術専門校の認知度を高めるため、平成３０年度は、就職支援員による学校訪問等を中心とした広報に加え、新聞折り込み広告、電車内広告を行い、高等
技術専門校の広報を行っていきます。
・未来の名工チャレンジ事業は、高等学校の進路指導担当者に実施時期について、アンケート形式で意見を聞き、より参加しやすい実施時期を検討します。
・離職者等再就職訓練ついては、より効果的な求職者向けの職業訓練を実施するため、さらに千葉労働局やハローワークと連携を図り、訓練実績等の検証や、就職活
動日の設定によるハローワークでの就職支援の徹底を図っていきます。



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

達成状況

達成

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

・家庭的養護の推進に向け、里親登録数の増加に向けた広報・イベントや研修等を実施し、里親登録数・委託数・里親委託率ともに増加しました。
・施設等を退所する子どもたちが社会に自立していけるような体制づくりの推進に向け、就業支援や日常生活の援助、生活指導を行う自立援助ホームの設置を推進し
た結果、平成29年度に3か所が開設（計9箇所）しました。
・平成28年度の児童福祉法の改正により、市町村が整備に努めなければならないとされた市町村子ども家庭総合支援拠点について、市町村に設置を促した結果、船
橋市、松戸市、柏市、南房総市の4市において設置されました。
・児童相談所や市町村等の体制・機能強化のため、研修等を通じて対応力の向上や関係機関の連携強化を図りました。
・社会的養護を必要とする乳児の受皿を確保するため、民間が設置する乳児院の施設整備を支援し、新たに２施設が開所しました。

・千葉県家庭的養護推進計画では、平成41年までに里親等委託率を概ね30％にすることを目指しており、更に里親登録数を増やすことが必要ですが、里親登録数が
不足する状況です。また、現在登録している里親の方の高齢化も進んでいます。
・自立援助ホームの設置数は増加しているものの、義務教育終了後の児童の受け皿が不足しています。
・市町村子ども家庭総合支援拠点は、平成28年度の法改正により定められた機能であり、市町村の準備が十分に進んでいるとは言えない状況です。

市町村子ども家庭総合支援拠点設置 －
増加を目指します
（29年度目標値）

4箇所
（29年度実績値）

行政活動目標
（output）

補助目標
（中間outcome） 里親等委託率

24.6%
（28年度実績値）

25.0%
（29年度目標値）

自立援助ホーム設置数
6箇所

（28年度実績値）
7箇所

（29年度目標値）
9箇所

（29年度実績値）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

25.3%
（29年度実績値）
（速報値）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 199,003 246,492

決算額（千円） 79,928

３　児童虐待の防止と社会的養護が必要な子どもへの支援の充実 取りまとめ担当課 健康福祉部児童家庭課 取組コード Ⅱ－１－③－３
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問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・里親登録数を増やすためには、里親制度のより一層の普及啓発が必要です。また、里親等委託率を向上させるためには、ファミリーホームの設置を促進するとともに、
未委託里親に対する研修などを行い、子どもの委託先を確保する必要があります。
・自立援助ホームの設置を促進するため、運営主体である個人やＮＰＯ等に対し、財政負担を軽減するための支援が必要です。
・市町村子ども家庭総合支援拠点の設置は努力義務であるため、設置する市町村が拠点の意義を十分に理解するための環境づくりや、未設置の自治体に対する丁寧
な説明等が必要です。

・千葉県里親会等の関係団体と連携し、里親制度説明会や10月の里親月間を中心としたキャンペーン等により、里親制度の普及と正しい理解の向上に取り組みます。
また、里親支援機関等の関係機関と連携して、継続的に里親を支援する体制を整備するとともに、里親に対する研修を充実させ資質向上を図ります。
・自立援助ホームやファミリーホームの設置促進に向け、設置時の財政支援を継続的に行っていきます。
・市町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向け、市町村担当者向けの研修等を通じて、必要性・重要性に対する市町村の理解を深めるよう取り組みます。



総合計画政策評価帳票
（様式２－２）主な取組評価シート

取組名

達成状況

達成

主な実施事項と
成果

取組推進に
当たっての
問題点等

問題点を踏まえた
目標達成等に
必要な課題

課題を踏まえた
具体的な取組

・生活に困窮する世帯の子どもを対象とした学習支援事業を22市町村で実施しました。
・私立学校が行う授業料減免事業及び入学金軽減事業を助成したほか、私立学校に通う児童・生徒がいる低所得世帯に給付金等を支給しました。
・生徒の修学上の負担軽減のため、経済的理由で就学困難な高校生等1,576人に「千葉県奨学資金」の貸付を行いました。
・千葉県ジョブサポートセンターでは、主に子育て中の女性や中高年齢者を対象として、就労相談やセミナー、企業と求職者の交流会等を行ったほか、県内各地でも市
町村と共催の出張セミナーを行うなど、再就職支援を実施しました。
・ひとり親世帯への経済的支援として、ひとり親の安定的な雇用を促進するための教育訓練給付金事業を実施し、「パソコン講座」を2講座、「介護職員初任者研修」を1
講座において45名が受講しました。
・子どもの貧困対策として重要な役割を担う子ども食堂についての情報を掲載するwebページを、県ホームページ内で開設しました。

・貧困が原因で必要な学習支援が受けられない子どものため、事業を県内の全市町村に拡大する必要があります。
・学校からの案内や県民だよりへの掲載等で周知に努めていますが、「千葉県奨学資金」の制度を知らず、活用できていない方もいると思われます。
・千葉県ジョブサポートセンターにおいては、利用者数は昨年度に比べて増加しましたが、景気回復に伴う労働需要増加を背景とした雇用情勢の改善や、インターネッ
トをはじめとする就職活動手法の多様化に伴い、今後、同センターにおける支援を希望する求職者が減少することが考えられます。
・ひとり親家庭の就業割合は低くないものの、非正規雇用者が多い状況がみられ、ひとり親家庭の経済的な自立への課題となっています。
・子ども食堂の運営主体に対して実施したアンケート調査では、子ども食堂に関する広報・周知や情報提供、ネットワーク作りなどの要望が多く出されました。

・生活に困窮する世帯の子どもへの学習支援を実施するためには、参加者の募集、会場の確保、事業の周知など、関係機関の協力や連携が必要です。
・「千葉県奨学資金」の貸付けを必要とする全ての世帯が制度を知ることができるよう努めることが必要です。
・千葉県ジョブサポートセンターにおいて、勤務時間や勤務地など多様化するニーズに沿った支援を行うとともに、県内各地域にお住まいの方々の利便性向上を図る必
要があります。
・ひとり親家庭の親が希望する職種に見合った職業能力を身につけ、それを生かして就業できるための支援が必要です。
・子ども食堂の活動を通じた支援を必要としている子どもや親、関係者等に子ども食堂に関する情報が的確に届けられることが必要です。

・県が実施する事業については、町村とも協議し、生活に困窮する世帯の子どもへの学習支援事業を、平成30年度から県内17の全町村で実施することとしました。
・引き続き、生徒・保護者に対する教育費負担を軽減するための助成等を行います。また、引き続き、学校からの案内や県民だよりへの掲載等を通じ、「千葉県奨学資
金」制度の周知に努めるとともに、経済的理由により修学が困難な者に対し、修学上必要な学資を貸し付けることにより、有為な人材を育成します。
・千葉県ジョブサポートセンターにおいて、千葉労働局との連携による生活相談から職業紹介までのワンストップでの就労支援を引き続き実施するとともに、多様化する
ニーズに応じた情報提供や多様な働き方の提案等を行います。また、県内各地域にお住まいの方々の利便性向上を図るため、ハローワークや市町村との連携を一層
強化し、出張セミナーや相談支援を実施します。
・ひとり親家庭の親が就業に結びつくためのより効果的な講座内容を検討するとともに、リーフレットや県ホームページ等を通じて講座の周知を拡充します。
・引き続き県ＨＰにおいて情報発信するとともに、運営主体等を対象として、先進事例の情報交換等を行うネットワーク会議を新たに開催します。

子どもの学習支援事業実施数
17市町

（28年度実績値）
増加を目指します
（29年度目標値）

22市町村
（29年度実績値）

行政活動目標
（output）

指標名 現状値 目標 実績値 グラフ

予算額と決算額

年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

予算額（千円） 39,111,965 38,779,918

決算額（千円） 38,057,673

４　子どもの貧困対策の推進 取りまとめ担当課 健康福祉部健康福祉指導課 取組コード Ⅱ－１－③－４
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